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備 前 市 

 



備前市議会第5回定例会付議事件 

 

議案第81号 令和7年度備前市一般会計補正予算(第5号) 

議案第82号 令和7年度備前市国民健康保険事業特別会計補正予算(第2号) 

議案第83号 令和7年度備前市後期高齢者医療事業特別会計補正予算(第1号) 

議案第84号 令和7年度備前市介護保険事業特別会計補正予算(第2号) 

議案第85号 令和7年度備前市飲料水供給事業特別会計補正予算(第1号) 

議案第86号 令和7年度備前市駐車場事業特別会計補正予算(第1号) 

議案第87号 令和7年度備前市企業用地造成事業特別会計補正予算(第2号) 

議案第88号 令和7年度備前市水道事業会計補正予算(第2号) 

議案第89号 令和7年度備前市下水道事業会計補正予算(第1号) 

議案第90号 備前市職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例の制定について 

議案第91号 備前市立公民館設置条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第92号 備前市体育施設設置条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第93号 備前市下水道条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第94号 備前市船舶等の係留保管の適正化に関する条例の制定について 

議案第95号 令和6年度備前市一般会計歳入歳出決算の認定について 

議案第96号 令和6年度備前市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第97号 令和6年度備前市土地取得事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第98号 令和6年度備前市三石財産区管理事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第99号 令和6年度備前市三国地区財産区管理事業特別会計歳入歳出決算の認定につい

て 

議案第100号 令和6年度備前市浄化槽整備事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第101号 令和6年度備前市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第102号 令和6年度備前市介護保険事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第103号 令和6年度備前市飲料水供給事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第104号 令和6年度備前市宅地造成分譲事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第105号 令和6年度備前市駐車場事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第106号 令和6年度備前市企業用地造成事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第107号 令和6年度備前市水道事業会計決算の認定について 

議案第108号 令和6年度備前市下水道事業会計決算の認定について 

議案第109号 令和6年度備前市病院事業会計決算の認定について 

議案第110号 残土処分場調整池整備工事の請負契約の変更について 

諮問第1号 人権擁護委員の候補者の推薦について 

報告第15号 継続費精算報告書の報告について 

報告第16号 令和6年度健全化判断比率及び資金不足比率の報告について 



 

議案第81～89号 

 

令和7年度備前市補正予算を定めることについて 

 

下記の補正予算を定めたいので、議会の議決を求める。 

 

 

令和7年9月3日提出 

 

備前市長 長 﨑 信 行 

 

 

記 

 

議案第81号 令和7年度備前市一般会計補正予算(第5号) 

議案第82号 令和7年度備前市国民健康保険事業特別会計補正予算(第2号) 

議案第83号 令和7年度備前市後期高齢者医療事業特別会計補正予算(第1号) 

議案第84号 令和7年度備前市介護保険事業特別会計補正予算(第2号) 

議案第85号 令和7年度備前市飲料水供給事業特別会計補正予算(第1号) 

議案第86号 令和7年度備前市駐車場事業特別会計補正予算(第1号) 

議案第87号 令和7年度備前市企業用地造成事業特別会計補正予算(第2号) 

議案第88号 令和7年度備前市水道事業会計補正予算(第2号) 

議案第89号 令和7年度備前市下水道事業会計補正予算(第1号) 
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議案第90号 

 

備前市職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例の制定について 

 

備前市職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

 

令和7年9月3日提出 

 

備前市長 長 﨑 信 行 

 

 

 

 

 

備前市条例第 号 

 

備前市職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例 

 

 (備前市職員の育児休業等に関する条例の一部改正) 

第1条 備前市職員の育児休業等に関する条例(平成17年備前市条例第47号)の一部を次のよう

に改正する。 

第1条中「第19条第1項及び第2項」を「第19条第1項から第3項まで及び第5項」に改める。 

第7条中「及び勤務日ごとの勤務時間」及び「(以下「定年前再任用短時間勤務職員等」と

いう。)」を削り、「除く」の次に「。次条において同じ」を加える。 

第8条の見出し中「部分休業」を「第1号部分休業」に改め、同条第1項中「部分休業(育児

休業法第19条第1項に規定する部分休業をいう。以下同じ。)の承認は、備前市職員の勤務時

間、休暇等に関する条例(平成17年備前市条例第46号。以下「勤務時間条例」という。)第8条

第1項に規定する正規の勤務時間(非常勤職員(定年前再任用短時間勤務職員等を除く。以下こ

の条において同じ。)にあっては、当該非常勤職員について定められた勤務時間)の始め又は

終りにおいて」を「育児休業法第19条第2項第1号に掲げる範囲内で請求する同条第1項に規定

する部分休業(以下「第1号部分休業」という。)の承認は」に、「又は勤務時間条例」を「又

は備前市職員の勤務時間、休暇等に関する条例(平成17年備前市条例第46号)」に改め、同条

第2項中「部分休業」を「第1号部分休業」に改める。 

第8条の次に次の4条を加える。 
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(第2号部分休業の承認) 

第8条の2 育児休業法第19条第2項第2号に掲げる範囲内で請求する同条第1項に規定する部

分休業(以下「第2号部分休業」という。)の承認は、1時間を単位として行うものとする。

ただし、次の各号に掲げる場合にあっては、それぞれ当該各号に定める時間数の第2号部分

休業を承認することができる。 

(1) 1回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場合であって、当該

勤務時間の全てについて承認の請求があったとき 当該勤務時間の時間数 

(2) 第2号部分休業の残時間数に1時間未満の端数がある場合であって、当該残時間数の

全てについて承認の請求があったとき 当該残時間数 

(育児休業法第19条第2項の条例で定める1年の期間) 

第8条の3 育児休業法第19条第2項の条例で定める1年の期間は、毎年4月1日から翌年3月31日

までとする。 

(育児休業法第19条第2項第2号の人事院規則で定める時間を基準として条例で定める時間) 

第8条の4 育児休業法第19条第2項第2号の人事院規則で定める時間を基準として条例で定め

る時間は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める時間とする。 

(1) 非常勤職員以外の職員 77時間30分 

(2) 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日1日当たりの勤務時間数に10を乗じて得た時

間 

(育児休業法第19条第3項の条例で定める特別の事情) 

第8条の5 育児休業法第19条第3項の条例で定める特別の事情は、配偶者が負傷又は疾病によ

り入院したこと、配偶者と別居したことその他の同条第2項の規定による申出時に予測する

ことができなかった事実が生じたことにより同条第3項の規定による変更(以下「第3項変更」

という。)をしなければ同項の職員の小学校就学の始期に達するまでの子の養育に著しい支

障が生じると任命権者が認める事情とする。 

第9条第1項中「除く。)が」の次に「育児休業法第19条第1項に規定する」を加え、同条第2

項中「会計年度任用職員が」の次に「育児休業法第19条第1項に規定する」を加える。 

第10条中「第5条の規定は、部分休業について準用する。」を「育児休業法第19条第6項に

おいて準用する育児休業法第5条第2項の条例で定める事由は、職員が第3項変更をしたときと

する。」に改める。 

 (備前市水道企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正) 

第2条 備前市水道企業職員の給与の種類及び基準に関する条例(平成17年備前市条例第210号)

の一部を次のように改正する。 

第17条第2項中「第8条」の次に「及び第8条の2」を加える。 

 (備前市病院事業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正) 

第3条 備前市病院事業職員の給与の種類及び基準を定める条例(平成27年備前市条例第23号)
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の一部を次のように改正する。 

第17条第2項中「第8条」の次に「及び第8条の2」を加える。 

 (備前市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正) 

第4条 備前市職員の勤務時間、休暇等に関する条例(平成17年備前市条例第46号)の一部を次の

ように改正する。 

第17条の次に次の1条を加える。 

(妊娠、出産等についての申出をした職員等に対する意向確認等) 

第17条の2 任命権者は、備前市職員の育児休業等に関する条例(平成17年備前市条例第47号。

以下「育児休業条例」という。)第11条第1項の措置を講じるに当たっては、同条の規定に

よる申出をした職員(以下この項において「申出職員」という。)に対して、次に掲げる措

置を講じなければならない。 

(1) 申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置(次号において「出生時両立支

援制度等」という。)その他の事項を知らせるための措置 

(2) 出生時両立支援制度等の請求、申告又は申出(以下「請求等」という。)に係る申出職

員の意向を確認するための措置 

(3) 育児休業条例第11条の規定による申出に係る子の心身の状況又は育児に関する申出

職員の家庭の状況に起因して当該子の出生の日以後に発生し、又は発生することが予想

される職業生活と家庭生活との両立の支障となる事情の改善に資する事項に係る申出

職員の意向を確認するための措置 

2 任命権者は、3歳に満たない子を養育する職員(以下この項において「対象職員」という。)

に対して、規則で定める期間内に、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置(次号において「育児期両立支

援制度等」という。)その他の事項を知らせるための措置 

(2) 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を確認するための措置 

(3) 対象職員の3歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する対象職員の家庭の状況

に起因して発生し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活との両立の支障

となる事情の改善に資する事項に係る対象職員の意向を確認するための措置 

3 任命権者は、第1項第3号又は前項第3号の規定により意向を確認した事項の取扱いに当た

っては、当該意向に配慮しなければならない。 

附 則 

 (施行期日) 

第1条 この条例は、令和7年10月1日から施行する。ただし、附則第3条の規定は、公布の日か

ら施行する。 

 (備前市職員の育児休業等に関する条例の一部改正に伴う経過措置) 

第2条 地方公務員の育児休業等に関する法律(平成3年法律第110号)第19条第2項第2号に掲げ
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る範囲内において、この条例の施行の日から令和8年3月31日までの間における部分休業の承

認の請求をする場合におけるこの条例による改正後の備前市職員の育児休業等に関する条例

第8条の4の規定の適用については、同条第1号中「77時間30分」とあるのは 「38時間45分」

と、同条第2号中「10」とあるのは「5」とする。 

 (備前市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正に伴う経過措置) 

第3条 任命権者は、この条例の施行の日(以下「施行日」という。)前においても、この条例に

よる改正後の備前市職員の勤務時間、休暇等に関する条例第17条の2第2項の規定の例により、

同項各号に掲げる措置を講じることができる。この場合において、その講じられた措置は、

施行日以後は、同項の規定により講じられたものとみなす。 
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職
員
の
勤
務
時
間
、
休
暇
等
に
関
す
る
条
例
(
平
成

1
7
年
備
前
市
条
例
第
4
6
号
。
以
下
「
勤
務
時
間
条
例
」
と
い
う
。
)
第
8
条
第

1項
に

規
定

す
る

正
規

の
勤

務
時

間
(
非

常
勤

職
員

(
定

年
前

再
任

用
短

時
間

勤
務

職
員

等

を
除
く
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
)
に
あ
っ
て
は
、
当
該
非
常
勤
職
員
に
つ

い
て
定
め
ら
れ
た
勤
務
時
間
)
の
始
め
又
は
終
り
に
お
い
て
、
1
日
を
通
じ
て
2
時
間

(
労
働
基
準
法
第
6
7
条
の
規
定
に
よ
る
育
児
時
間
(
以
下
「
育
児
時
間
」
と
い
う

。
)
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又
は
備
前
市
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
暇
等
に
関
す
る
条
例
(
平
成

1
7
年
備
前
市
条
例

第
4
6
号

)
第

1
5
条

の
2
第

1
項

の
規

定
に

よ
る

介
護

時
間

の
承

認
を

受
け

て
勤

務
し

な
い
職
員
(
非
常
勤
職
員
を
除
く
。
)
に
つ
い
て
は
、
2
時
間
か
ら
当
該
育
児
時
間
又

は
当

該
介

護
時

間
の

承
認

を
受

け
て

勤
務

し
な

い
時

間
を

減
じ

た
時

間
)
を

超
え

な
い
範
囲
内
で
、
職
員
の
託
児
の
態
様
、
通
勤
の
状
況
か
ら
必
要
と
さ
れ
る
時
間
に

つ
い
て
、
3
0
分
を
単
位
と
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。
 

又
は
勤
務
時
間
条
例

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  
  
  
 第

1
5
条

の
2
第

1
項

の
規

定
に

よ
る

介
護

時
間

の
承

認
を

受
け

て
勤

務
し

な
い
職
員
(
非
常
勤
職
員
を
除
く
。
)
に
つ
い
て
は
、
2
時
間
か
ら
当
該
育
児
時
間
又

は
当

該
介

護
時

間
の

承
認

を
受

け
て

勤
務

し
な

い
時

間
を

減
じ

た
時

間
)
を

超
え

な
い
範
囲
内
で
、
職
員
の
託
児
の
態
様
、
通
勤
の
状
況
か
ら
必
要
と
さ
れ
る
時
間
に

つ
い
て
、
3
0
分
を
単
位
と
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。
 

2
 
非
常
勤
職
員
に
対
す
る
第
1
号
部
分
休
業
の
承
認
に
つ
い
て
は
、
1
日
に
つ
き
、
当

該
非

常
勤

職
員

に
つ

い
て

1
日

に
つ

き
定

め
ら

れ
た

勤
務

時
間

か
ら

5
時

間
4
5
分

を

減
じ

た
時

間
を

超
え

な
い

範
囲

内
で

(
当

該
非

常
勤

職
員

が
育

児
時

間
又

は
育

児

休
業

、
介

護
休

業
等

育
児

又
は

家
族

介
護

を
行

う
労

働
者

の
福

祉
に

関
す

る
法

律

(
平

成
3
年

法
律

第
7
6
号

)
第

6
1
条

の
2
第

2
0
項

の
規

定
に

よ
る

介
護

を
す

る
た

め
の

時
間
(
以
下
「
介
護
を
す
る
た
め
の
時
間
」
と
い
う
。
)
の
承
認
を
受
け
て
勤
務
し
な

い
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
時
間
を
超
え
な
い
範
囲
内
で
、
か
つ
、
2
時
間
か
ら
当

該
育

児
時

間
又

は
当

該
介

護
を

す
る

た
め

の
時

間
の

承
認

を
受

け
て

勤
務

し
な

い

時
間
を
減
じ
た
時
間
を
超
え
な
い
範
囲
内
で
)
行
う
も
の
と
す
る
。
 

2
 
非
常
勤
職
員
に
対
す
る
部
分
休
業
 
 
 
 
 
の
承
認
に
つ
い
て
は
、
1
日
に
つ
き
、
当

該
非

常
勤

職
員

に
つ

い
て

1
日

に
つ

き
定

め
ら

れ
た

勤
務

時
間

か
ら

5
時

間
4
5
分

を

減
じ

た
時

間
を

超
え

な
い

範
囲

内
で

(
当

該
非

常
勤

職
員

が
育

児
時

間
又

は
育

児

休
業

、
介

護
休

業
等

育
児

又
は

家
族

介
護

を
行

う
労

働
者

の
福

祉
に

関
す

る
法

律

(
平

成
3
年

法
律

第
7
6
号

)
第

6
1
条

の
2
第

2
0
項

の
規

定
に

よ
る

介
護

を
す

る
た

め
の

時
間
(
以
下
「
介
護
を
す
る
た
め
の
時
間
」
と
い
う
。
)
の
承
認
を
受
け
て
勤
務
し
な

い
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
時
間
を
超
え
な
い
範
囲
内
で
、
か
つ
、
2
時
間
か
ら
当

該
育

児
時

間
又

は
当

該
介

護
を

す
る

た
め

の
時

間
の

承
認

を
受

け
て

勤
務

し
な

い

時
間
を
減
じ
た
時
間
を
超
え
な
い
範
囲
内
で
)
行
う
も
の
と
す
る
。
 

(
第

2
号
部
分
休
業
の
承
認
)
 

第
8
条

の
2
 

育
児

休
業

法
第

1
9
条

第
2
項

第
2
号

に
掲

げ
る

範
囲

内
で

請
求

す
る

同
条

第
1
項
に
規
定
す
る
部
分
休
業
(
以
下
「
第
2
号
部
分
休
業
」
と
い
う

。
)の

承
認
は
、

1
時
間
を
単
位
と
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に

あ
っ
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
時
間
数
の
第
2
号
部
分
休
業
を
承
認
す

る
こ
と
が
で
き
る
。
 

(
1
)
 

1
回

の
勤

務
に

係
る

日
ご

と
の

勤
務

時
間

に
分

を
単

位
と

し
た

時
間

が
あ

る
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場
合

で
あ

っ
て

、
当

該
勤

務
時

間
の

全
て

に
つ

い
て

承
認

の
請

求
が

あ
っ

た
と

き
 
当
該
勤
務
時
間
の
時
間
数
 

(
2
)
 

第
2
号

部
分

休
業

の
残

時
間

数
に

1
時

間
未

満
の

端
数

が
あ

る
場

合
で

あ
っ

て
、

当
該

残
時

間
数

の
全

て
に

つ
い

て
承

認
の

請
求

が
あ

っ
た

と
き

 
当

該
残

時
間
数
 

(
育
児
休
業
法
第
1
9
条
第
2
項
の
条
例
で
定
め
る
1
年
の
期
間
)
 

第
8
条
の

3
 

育
児
休
業
法
第
1
9
条
第
2
項
の
条
例
で
定
め
る
1
年
の
期
間
は
、
毎
年

4
月

1
日
か
ら
翌
年
3
月

3
1
日
ま
で
と
す
る
。
 

 

(
育

児
休

業
法

第
1
9
条

第
2
項

第
2
号

の
人

事
院

規
則

で
定

め
る

時
間

を
基

準
と

し

て
条
例
で
定
め
る
時
間
)
 

第
8
条

の
4
 

育
児

休
業

法
第

1
9
条

第
2
項

第
2
号

の
人

事
院

規
則

で
定

め
る

時
間

を
基

準
と
し
て
条
例
で
定
め
る
時
間
は
、
次
の

各
号
に
掲
げ
る
職
員
の
区
分
に
応
じ
、
当

該
各
号
に
定
め
る
時
間
と
す
る
。
 

(
1
)
 
非
常
勤
職
員
以
外
の
職
員
 
7
7
時
間
3
0
分
 

(
2
)
 

非
常

勤
職

員
 

当
該

非
常

勤
職

員
の

勤
務

日
1
日

当
た

り
の

勤
務

時
間

数
に

1
0
を
乗
じ
て
得
た
時
間
 

 

(
育
児
休
業
法
第
1
9
条
第
3
項
の
条
例
で
定
め
る
特
別
の
事
情
)
 

第
8
条
の

5
 
育
児
休
業
法
第
1
9
条
第
3
項
の
条
例
で
定
め
る
特
別
の
事
情
は
、
配
偶
者

が
負

傷
又

は
疾

病
に

よ
り

入
院

し
た

こ
と

、
配

偶
者

と
別

居
し

た
こ

と
そ

の
他

の

同
条

第
2
項

の
規

定
に

よ
る

申
出

時
に

予
測

す
る

こ
と

が
で

き
な

か
っ

た
事

実
が

生
じ
た
こ
と
に
よ
り
同
条
第
3
項
の
規
定
に
よ
る
変
更
(
以
下
「
第

3
項
変
更
」
と
い

う
。
)
を
し
な
け
れ
ば
同
項
の
職
員
の
小
学
校
就
学
の
始
期
に
達
す
る
ま
で
の
子
の
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養
育
に
著
し
い
支
障
が
生
じ
る
と
任
命
権
者
が
認
め
る
事
情
と
す
る
。
 

(
部
分
休
業
を
し
て
い
る
職
員
の
給
与
の
取
扱
い
)
 

(部
分
休
業
を
し
て
い
る
職
員
の
給
与
の
取
扱
い
)
 

第
9
条

 
職

員
(
会

計
年

度
任

用
職

員
を

除
く

。
)
が

育
児

休
業

法
第

1
9
条

第
1
項

に
規

定
す

る
部

分
休

業
の

承
認

を
受

け
て

勤
務

し
な

い
場

合
に

は
、

給
与

条
例

第
2
5
条

の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
勤
務
し
な
い
1
時
間
に
つ
き
、
給
与
条
例
第
2
4
条
に

規
定
す
る
勤
務
1
時
間
当
た
り
の
給
与
額
を
減
額
し
て
支
給
す
る
。
 

第
9
条
 
職
員
(
会
計
年
度
任
用
職
員
を
除
く
。
)
が

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

  
 部

分
休

業
の

承
認

を
受

け
て

勤
務

し
な

い
場

合
に

は
、

給
与

条
例

第
2
5
条

の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
勤
務
し
な
い
1
時
間
に
つ
き
、
給
与
条
例
第
2
4
条
に

規
定
す
る
勤
務
1
時
間
当
た
り
の
給
与
額
を
減
額
し
て
支
給
す
る
。
 

2
 

会
計

年
度

任
用

職
員

が
育

児
休

業
法

第
1
9
条

第
1
項

に
規

定
す

る
部

分
休

業
の

承

認
を

受
け

て
勤

務
し

な
い

場
合

に
は

、
備

前
市

会
計

年
度

任
用

職
員

の
給

与
及

び

費
用
弁
償
に
関
す
る
条
例
(
令
和
元
年
備
前
市
条
例
第
5
5
号

。
以
下
こ
の
項
に
お
い

て
「
会
計
年
度
任
用
職
員
給
与
条
例
」
と
い
う
。
)
第
1
6
条
及
び
第
2
5
条
の
規
定
に

か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
勤
務
し
な
い
1
時
間
に
つ
き
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に
応

じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
給
与
の
額
を
減
額
し
て
支
給
す
る
。
 

2
 
会
計
年
度
任
用
職
員
が
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
部
分
休
業
の
承

認
を

受
け

て
勤

務
し

な
い

場
合

に
は

、
備

前
市

会
計

年
度

任
用

職
員

の
給

与
及

び

費
用
弁
償
に
関
す
る
条
例
(
令
和
元
年
備
前
市
条
例
第
5
5
号

。
以
下
こ
の
項
に
お
い

て
「
会
計
年
度
任
用
職
員
給
与
条
例
」
と
い
う
。
)
第
1
6
条
及
び
第
2
5
条
の
規
定
に

か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
勤
務
し
な
い
1
時
間
に
つ
き
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に
応

じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
給
与
の
額
を
減
額
し
て
支
給
す
る
。
 

(
1
)
・

(
2
)
 
（
略
）
 

(
1
)
・

(
2
)
 
（
略
）
 

(
部
分
休
業
の
承
認
の
取
消
事
由
)
 

(部
分
休
業
の
承
認
の
取
消
事
由
)
 

第
1
0
条

 
育

児
休

業
法

第
1
9
条

第
6
項

に
お

い
て

準
用

す
る

育
児

休
業

法
第

5
条

第
2

項
の
条
例
で
定
め
る
事
由
は
、
職
員
が
第
3
項
変
更
を
し
た
と
き
と
す
る
。
 

第
1
0
条
 
第
5
条
の
規
定
は
、
部
分
休
業
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

  
  

  
  
 
  

  
  

  
  
 
  

  
  

  
  
 
  

  
  

  
  
 
  

  
  

  
  
  

 

備
前
市
水
道
企
業
職
員
の
給
与
の
種
類
及
び
基
準
に
関
す
る
条
例
新
旧
対
照
表
(
第
2
条
関
係

)
 

改
 
 
 
正

 
 
 
案
 

現
 
 
 
 
 
 
 
行
 

(
給
与
の
減
額
)
 

(給
与
の
減
額
)
 

第
1
7
条
 
（
略
）
 

第
1
7
条
 
（
略
）
 

2
 

職
員

が
部

分
休

業
(
備

前
市

職
員

の
育

児
休

業
等

に
関

す
る

条
例

(
平

成
1
7
年

備
2
 

職
員

が
部

分
休

業
(
備

前
市

職
員

の
育

児
休

業
等

に
関

す
る

条
例

(
平

成
1
7
年

備

9



前
市

条
例

第
4
7
号

)
第

8
条

及
び

第
8
条

の
2
に

規
定

す
る

部
分

休
業

、
備

前
市

職
員

の
高

齢
者

部
分

休
業

に
関

す
る

条
例

(
令

和
4
年

備
前

市
条

例
第

3
6
号

)
第

2
条

に
規

定
す

る
高

齢
者

部
分

休
業

及
び

備
前

市
職

員
の

勤
務

時
間

、
休

暇
等

に
関

す
る

条

例
第
1
5
条
の
3
に
規
定
す
る
子
育
て
部
分
休
業
を
い
う
。
)
又
は
介
護
休
暇
(
同
条
例

第
1
5
条

に
規

定
す

る
介

護
休

暇
を

い
う

。
)
若

し
く

は
介

護
時

間
(
同

条
例

第
1
5
条

の
2
に
規
定
す
る
介
護
時
間
を
い
う
。
)
の
承
認
を
受
け
て
勤
務
し
な
い
場
合
に
は
、

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
勤
務
し
な
い
1
時
間
に
つ
き
、
勤
務
1
時
間
当
た

り
の
給
与
額
を
減
額
し
て
給
与
を
支
給
す
る
。
 

前
市
条
例
第
4
7
号

)
第
8
条

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
に
規
定
す
る
部
分
休
業
、
備
前
市
職
員

の
高

齢
者

部
分

休
業

に
関

す
る

条
例

(
令

和
4
年

備
前

市
条

例
第

3
6
号

)
第

2
条

に
規

定
す

る
高

齢
者

部
分

休
業

及
び

備
前

市
職

員
の

勤
務

時
間

、
休

暇
等

に
関

す
る

条

例
第
1
5
条
の
3
に
規
定
す
る
子
育
て
部
分
休
業
を
い
う
。
)
又
は
介
護
休
暇
(
同
条
例

第
1
5
条

に
規

定
す

る
介

護
休

暇
を

い
う

。
)
若

し
く

は
介

護
時

間
(
同

条
例

第
1
5
条

の
2
に
規
定
す
る
介
護
時
間
を
い
う
。
)
の
承
認
を
受
け
て
勤
務
し
な
い
場
合
に
は
、

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
勤
務
し
な
い
1
時
間
に
つ
き
、
勤
務
1
時
間
当
た

り
の
給
与
額
を
減
額
し
て
給
与
を
支
給
す
る
。
 

 

備
前
市
病
院
事
業
職
員
の
給
与
の
種
類
及
び
基
準
を
定
め
る
条
例
新
旧
対
照
表
(
第
3
条
関
係

)
 

改
 
 
 
正

 
 
 
案
 

現
 
 
 
 
 
 
 
行
 

(
給
与
の
減
額
)
 

(給
与
の
減
額
)
 

第
1
7
条
 
（
略
）
 

第
1
7
条
 
（
略
）
 

2
 

職
員

が
部

分
休

業
(
備

前
市

職
員

の
育

児
休

業
等

に
関

す
る

条
例

(
平

成
1
7
年

備

前
市

条
例

第
4
7
号

)
第

8
条

及
び

第
8
条

の
2
に

規
定

す
る

部
分

休
業

、
備

前
市

職
員

の
高

齢
者

部
分

休
業

に
関

す
る

条
例

(
令

和
4
年

備
前

市
条

例
第

3
6
号

)
第

2
条

に
規

定
す

る
高

齢
者

部
分

休
業

及
び

休
暇

等
条

例
第

1
5
条

の
3
に

規
定

す
る

子
育

て
部

分
休

業
を

い
う

。
)
又

は
介

護
休

暇
(
休

暇
等

条
例

第
1
5
条

に
規

定
す

る
介

護
休

暇

を
い
う
。
)
若
し
く
は
介
護
時
間
(
休
暇
等
条
例
第
1
5
条
の
2
に
規
定
す
る
介
護
時
間

を
い
う
。
)
の
承
認
を
受
け
て
勤
務
し
な
い
場
合
に
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら

ず
、
そ
の
勤
務
し
な
い
1
時
間
に
つ
き
、
勤
務
1
時
間
当
た
り
の
給
与
額
を
減
額
し
て

給
与
を
支
給
す
る
。
 

2
 

職
員

が
部

分
休

業
(
備

前
市

職
員

の
育

児
休

業
等

に
関

す
る

条
例

(
平

成
1
7
年

備

前
市
条
例
第
4
7
号

)
第
8
条

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
に
規
定
す
る
部
分
休
業
、
備
前
市
職
員

の
高

齢
者

部
分

休
業

に
関

す
る

条
例

(
令

和
4
年

備
前

市
条

例
第

3
6
号

)
第

2
条

に
規

定
す

る
高

齢
者

部
分

休
業

及
び

休
暇

等
条

例
第

1
5
条

の
3
に

規
定

す
る

子
育

て
部

分
休

業
を

い
う

。
)
又

は
介

護
休

暇
(
休

暇
等

条
例

第
1
5
条

に
規

定
す

る
介

護
休

暇

を
い
う
。
)
若
し
く
は
介
護
時
間
(
休
暇
等
条
例
第
1
5
条
の
2
に
規
定
す
る
介
護
時
間

を
い
う
。
)
の
承
認
を
受
け
て
勤
務
し
な
い
場
合
に
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら

ず
、
そ
の
勤
務
し
な
い
1
時
間
に
つ
き
、
勤
務
1
時
間
当
た
り
の
給
与
額
を
減
額
し
て

給
与
を
支
給
す
る
。
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備
前
市
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
暇
等
に
関
す
る
条
例
新
旧
対
照
表
(
第
4
条
関
係

)
 

改
 
 
 
正

 
 
 
案
 

現
 
 
 
 
 
 
 
行
 

(
妊
娠
、
出
産
等
に
つ
い
て
の
申
出
を
し
た
職
員
等
に
対
す
る
意
向
確
認
等
)
 

第
1
7
条

の
2
 

任
命

権
者

は
、

備
前

市
職

員
の

育
児

休
業

等
に

関
す

る
条

例
(
平

成
1
7

年
備
前
市
条
例
第
4
7
号
。
以
下
「
育
児
休
業
条
例
」
と
い
う
。
)
第

1
1
条
第

1項
の
措

置
を
講
じ
る
に
当
た
っ
て
は
、
同
条
の
規
定
に
よ
る
申
出
を
し
た
職
員
(
以
下
こ
の

項
に
お
い
て
「
申
出
職
員
」
と
い
う
。
)
に
対
し
て
、
次
に
掲
げ
る
措
置
を
講
じ
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

(
1
)
 

申
出

職
員

の
仕

事
と

育
児

と
の

両
立

に
資

す
る

制
度

又
は

措
置

(
次

号
に

お

い
て
「
出
生
時
両
立
支
援
制
度
等
」
と
い
う
。
)
そ
の
他
の
事
項
を
知
ら
せ
る
た

め
の
措
置
 

(
2
)
 
出
生
時
両
立
支
援
制
度
等
の
請
求
、
申
告
又
は
申
出
(
以
下
「
請
求
等
」
と
い

う
。
)
に
係
る
申
出
職
員
の
意
向
を
確
認
す
る
た
め
の
措
置
 

(
3
)
 

育
児

休
業

条
例

第
1
1
条

の
規

定
に

よ
る

申
出

に
係

る
子

の
心

身
の

状
況

又

は
育

児
に

関
す

る
申

出
職

員
の

家
庭

の
状

況
に

起
因

し
て

当
該

子
の

出
生

の
日

以
後

に
発

生
し

、
又

は
発

生
す

る
こ

と
が

予
想

さ
れ

る
職

業
生

活
と

家
庭

生
活

と
の

両
立

の
支

障
と

な
る

事
情

の
改

善
に

資
す

る
事

項
に

係
る

申
出

職
員

の
意

向
を
確
認
す
る
た
め
の
措
置
 

2
 

任
命

権
者

は
、

3
歳

に
満

た
な

い
子

を
養

育
す

る
職

員
(
以

下
こ

の
項

に
お

い
て

「
対
象
職
員
」
と
い
う
。
)
に
対
し
て
、
規
則
で
定
め
る
期
間
内
に
、
次
に
掲
げ
る

措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

(
1
)
 

対
象

職
員

の
仕

事
と

育
児

と
の

両
立

に
資

す
る

制
度

又
は

措
置

(
次

号
に

お
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い
て
「
育
児
期
両
立
支
援
制
度
等
」
と
い
う
。
)
そ
の
他
の
事
項
を
知
ら
せ
る
た

め
の
措
置
 

(
2
)
 

育
児

期
両

立
支

援
制

度
等

の
請

求
等

に
係

る
対

象
職

員
の

意
向

を
確

認
す

る
た
め
の
措
置
 

(
3
)
 

対
象

職
員

の
3
歳

に
満

た
な

い
子

の
心

身
の

状
況

又
は

育
児

に
関

す
る

対
象

職
員

の
家

庭
の

状
況

に
起

因
し

て
発

生
し

、
又

は
発

生
す

る
こ

と
が

予
想

さ
れ

る
職

業
生

活
と

家
庭

生
活

と
の

両
立

の
支

障
と

な
る

事
情

の
改

善
に

資
す

る
事

項
に
係
る
対
象
職
員
の
意
向
を
確
認
す
る
た
め
の
措
置
 

3
 

任
命

権
者

は
、

第
1
項

第
3
号

又
は

前
項

第
3
号

の
規

定
に

よ
り

意
向

を
確

認
し

た

事
項
の
取
扱
い
に
当
た
っ
て
は
、
当
該
意
向
に
配
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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議案第91号 

 

備前市立公民館設置条例の一部を改正する条例の制定について 

 

備前市立公民館設置条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

 

令和7年9月3日提出 

 

備前市長 長 﨑 信 行 

 

 

 

 

 

備前市条例第 号 

 

備前市立公民館設置条例の一部を改正する条例 

 

備前市立公民館設置条例(平成17年備前市条例第102号)の一部を次のように改正する。 

 

第2条第3号の表中「備前市西片上17番地2」を「備前市西片上1226番地」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議
案
第
9
1
号
参
考
資
料
 

備
前
市
立
公
民
館
設
置
条
例
新
旧
対
照
表
 

改
 
 
 
正

 
 
 
案
 

現
 
 
 
 
 
 
 
行
 

(
名
称
及
び
位
置
)
 

(名
称
及
び
位
置
)
 

第
2
条
 
公
民
館
の
名
称
及
び
位
置
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。
 

第
2
条
 
公
民
館
の
名
称
及
び
位
置
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。
 

(
1
)
・

(
2
)
 
（
略
）
 

(
1
)
・

(
2
)
 
（
略
）
 

（
略
）
 

（
略
）
 

（
略
）
 

（
略
）
 

(
3
)
 

地
区
公
民
館
 

(
3
)
 

地
区
公
民
館
 

名
称
 

位
置
 

備
前
市
立
西
鶴
山
公
民
館
 

備
前
市
畠
田
1
0
2
番
地
1
 

備
前
市
立
香
登
公
民
館
 

備
前
市
香
登
本
7
4
5
番
地

1 

備
前
市
立
伊
部
公
民
館
 

備
前
市
伊
部
2
2
6
4
番
地

2 

備
前
市
立
片

上
公
民
館
 

備
前
市
西
片
上
1
2
2
6
番
地
 

備
前
市
立
伊
里
公
民
館
 

備
前
市
友
延
4
0
9
番
地
 

備
前
市
立
東
鶴
山
公
民
館
 

備
前
市
佐
山
2
6
1
6
番
地
 

備
前
市
立
三
石
公
民
館
 

備
前
市
三
石
1
0
9
4
番
地
 

備
前
市
立
日
生
東
公
民
館
 

備
前
市
日
生
町
寒
河
3
9
6
1
番
地
2
 

備
前
市
立
日
生
南
公
民
館
 

備
前
市
日
生
町
日
生
2
7
9
4
番
地
1
 

備
前
市
立
神
根
公
民
館
 

備
前
市
吉
永
町
神
根
本
9
1
1
番
地
 

備
前
市
立
三
国
公
民
館
 

備
前
市
吉
永
町
都
留
岐
3
1
9
番
地
 

備
前
市
立
和
意
谷
公
民
館
 

備
前
市
吉
永
町
和
意
谷
1
4
2
3
番
地

2 
 

名
称

 
位
置
 

備
前
市
立
西
鶴
山
公
民
館
 

備
前
市
畠
田
1
0
2
番
地
1
 

備
前
市
立
香
登
公
民
館
 

備
前
市
香
登
本
7
4
5
番
地

1 

備
前
市
立
伊
部
公
民
館
 

備
前
市
伊
部
2
2
6
4
番
地

2 

備
前
市
立
片
上
公
民
館
 

備
前
市
西
片
上
1
7
番
地
2
 
 

備
前
市
立
伊
里
公
民
館
 

備
前
市
友
延
4
0
9
番
地
 

備
前
市
立
東
鶴
山
公
民
館
 

備
前
市
佐
山
2
6
1
6
番
地
 

備
前
市
立
三
石
公
民
館
 

備
前
市
三
石
1
0
9
4
番
地
 

備
前
市
立
日
生
東
公
民
館
 

備
前
市
日
生
町
寒
河
3
9
6
1
番
地
2
 

備
前
市
立
日
生
南
公
民
館
 

備
前
市
日
生
町
日
生
2
7
9
4
番
地
1
 

備
前
市
立
神
根
公
民
館
 

備
前
市
吉
永
町
神
根
本
9
1
1
番
地
 

備
前
市
立
三
国
公
民
館
 

備
前
市
吉
永
町
都
留
岐
3
1
9
番
地
 

備
前
市
立
和
意
谷
公
民
館
 

備
前
市
吉
永
町
和
意
谷
1
4
2
3
番
地

2 
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議案第92号 

 

備前市体育施設設置条例の一部を改正する条例の制定について 

 

備前市体育施設設置条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

 

令和7年9月3日提出 

 

備前市長 長 﨑 信 行 

 

 

 

 

 

備前市条例第 号 

 

備前市体育施設設置条例の一部を改正する条例 

 

備前市体育施設設置条例(平成17年備前市条例第111号)の一部を次のように改正する。 

 

第2条の表中 

「 

備前市三石運動公園 体育館 備前市三石31番地1  

を 運動場  

庭球場  

    」  

「 

備前市三石運動公園 運動場 備前市三石31番地1  
に 

庭球場  

    」  

改める。 

別表第1中 
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「 

備前市三石運動公園 体育館 午前9時から午後9時まで12月29日から翌年1月3日

までの日 
 を 

運動場 午前6時から午後9時まで

(夜間照明については、

点灯後2時間まで) 

庭球場 

     」  

「 

備前市三石運動公園 運動場 午前6時から午後9時まで

(夜間照明については、

点灯後2時間まで) 

12月29日から翌年1月3日

までの日  に 庭球場 

     」  

改める。 

別表第2(1) 備前市三石運動公園を次のように改める。 

(1) 備前市三石運動公園 

(運動場使用料) 

施設使用料 

(1 時間当たり) 

使用区分 金額 

スポーツ、レクリエーション活動 無料 

営利又は宣伝を目的とする場合 1,382 円

その他の催物 690 円

照明使用料 

(1 時間当たり) 

使用区分 金額 

1基×56灯＝56灯 1,750 円

(庭球場使用料) 

施設使用料 

使用区分 単位 金額 

スポーツ・レクリエーション活動 ― 無料 

照明使用料 

(1 時間当たり) 

使用区分 金額 

1基×16灯＝16灯 490 円

16



 

備考 

1 特別の設備に要する費用は、使用者負担とする。 

2 使用時間は、準備、片付け等を含んだ時間とする。 

3 1 時間に満たない時間は、1時間とする。 

4 消耗品は、実費負担とする。 

5 照明使用料について、営利又は宣伝を目的とする場合は、その金額に2を乗じた金額

とする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議
案
第
9
2
号
参
考
資
料
 

備
前
市
体
育
施
設
設
置
条
例
新
旧
対
照
表
 

改
 
 
 
正

 
 
 
案
 

現
 
 
 
 
 
 
 
行
 

(
名
称
及
び
位
置
)
 

(名
称
及
び
位
置
)
 

第
2
条
 
施
設
の
名
称
及
び
位
置
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。
 

第
2
条
 
施
設
の
名
称
及
び
位
置
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。
 

名
称
 

位
置
 

備
前
市
三
石
運
動
公
園
 
運
動
場
 

備
前
市
三
石
3
1
番
地

1 

庭
球
場
 

備
前
市
日
生
運
動
公
園
 
体
育
館
 

備
前
市
日
生
町
寒
河
3
8
0
番
地
3
6
 

ス
ポ
ー
ツ
広
場

備
前
市
日
生
町
寒
河
3
8
0
番
地
6
4
 

ア
ー

チ
ェ

リ
ー

場
 

備
前
市
日
生
武
道
場
 

備
前
市
日
生
町
日
生
6
3
0
番
地
1
 

備
前
市
日
生
温
水
プ
ー
ル
 

備
前
市
日
生
町
寒
河
3
8
0
番
地
8
0
 

備
前

市
吉

永
B
＆

G
海

洋

セ
ン
タ
ー
 

体
育
館
 

備
前
市
吉
永
町
吉
永
中
2
9
1
番
地
4
 

武
道
場
 

グ
ラ
ウ
ン
ド
 

艇
庫
 

備
前
市
吉
永
町
南
方
1
3
9
7
番
地
 

備
前
市
吉
永
テ
ニ
ス
コ
ー
ト
 

備
前
市
吉
永
町
吉
永
中
2
9
1
番
地
4
 

 

名
称
 

位
置
 

備
前
市
三
石
運
動
公
園

体
育
館
 

備
前
市
三
石
3
1
番
地

1 

運
動
場
 

庭
球
場
 

備
前
市
日
生
運
動
公
園

体
育
館
 

備
前
市
日
生
町
寒
河
3
8
0
番
地
3
6
 

ス
ポ
ー
ツ
広
場

備
前
市
日
生
町
寒
河
3
8
0
番
地
6
4
 

ア
ー

チ
ェ

リ
ー

場
 

備
前
市
日
生
武
道
場
 

備
前
市
日
生
町
日
生
6
3
0
番
地
1
 

備
前
市
日
生
温
水
プ
ー
ル
 

備
前
市
日
生
町
寒
河
3
8
0
番
地
8
0
 

備
前

市
吉

永
B
＆

G
海

洋

セ
ン
タ
ー
 

体
育
館
 

備
前
市
吉
永
町
吉
永
中
2
9
1
番
地
4
 

武
道
場
 

グ
ラ
ウ
ン
ド
 

艇
庫
 

備
前
市
吉
永
町
南
方
1
3
9
7
番
地
 

備
前
市
吉
永
テ
ニ
ス
コ
ー
ト
 

備
前
市
吉
永
町
吉
永
中
2
9
1
番
地
4
 

別
表
第
1
(
第
6
条
関
係
)
 

別
表
第
1
(
第
6
条
関
係
)
 

施
設
名
 

使
用
時
間
 

休
館
日
 

施
設
名
 

使
用
時
間
 

休
館
日
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備
前

市
三

石
運

動
公
園
 

運
動
場
 

午
前

6
時

か
ら

午
後

9
時

ま
で
 

(
夜

間
照

明
に

つ
い

て

は
、

点
灯

後
2
時

間
ま

で
)
 

1
2
月

2
9
日

か
ら

翌
年

1
月

3
日

ま
で
の
日
 

庭
球
場
 

備
前

市
日

生
運

動
公
園
 

体
育
館
 

午
前

9
時

か
ら

午
後

9
時

ま
で
 

(
1
)
 

月
曜

日
(
月

曜
日

が
国

民
の

祝
日

に
関

す
る

法
律

(
昭

和
2
3
年

法
律

第
1
7
8
号

)

に
規

定
す

る
休

日
(
以

下

「
祝

日
等

」
と

い
う

。
)
に

当
た
る
と
き
は
、
そ
の
翌
日

(
5
月

4
日

、
5
月

5
日

を
除

く
。
)
)
 

(
2
)
 

祝
日

等
(
5
月

3
日

、
5
月

4
日
を
除
く
。
)
の
翌
日
 

(
3
)
 

1
2
月

2
8
日

か
ら

翌
年

の

1
月

4
日
ま
で
の
日
 

ス
ポ

ー
ツ

広

場
 

ア
ー

チ
ェ

リ

ー
場
 

備
前
市
日
生

武
道
場
 

備
前
市
日
生

温
水
プ
ー
ル
 

午
前

9
時

か
ら

午
後

9
時

ま
で
 

備
前

市
吉

永
B

＆
G
海

洋
セ

ン

タ
ー
 

体
育
館
 

午
前

9
時

か
ら

午
後

9
時

ま
で
 

艇
庫
 

4
月

か
ら

9
月

ま
で

は
、

午
前

9
時

か
ら

午
後

5
時

ま
で
 

1
0
月
か
ら
3
月
ま
で
は
、

午
前

1
0
時

か
ら

午
後

3

時
ま
で
 

グ
ラ
ウ
ン
ド
 4
月

か
ら

9
月

ま
で

は
、

備
前

市
三

石
運

動
公
園
 

体
育

館
 

午
前

9
時

か
ら

午
後

9
時

ま
で
 

1
2
月

2
9
日

か
ら

翌
年

1
月

3
日

ま
で
の
日
 

運
動
場
 

午
前

6
時

か
ら

午
後

9
時

ま
で
 

(
夜

間
照

明
に

つ
い

て

は
、

点
灯

後
2
時

間
ま

で
)
 

庭
球
場
 

備
前

市
日

生
運

動
公
園
 

体
育

館
 

午
前

9
時

か
ら

午
後

9
時

ま
で
 

(
1
)
 

月
曜

日
(
月

曜
日

が
国

民
の

祝
日

に
関

す
る

法
律

(
昭

和
2
3
年

法
律

第
1
7
8
号

)

に
規

定
す

る
休

日
(
以

下

「
祝

日
等

」
と

い
う

。
)
に

当
た
る
と
き
は
、
そ
の
翌
日

(
5
月

4
日

、
5
月

5
日

を
除

く
。
)
)
 

(
2
)
 

祝
日

等
(
5
月

3
日

、
5
月

4
日
を
除
く
。
)
の
翌
日
 

(
3
)
 

1
2
月

2
8
日

か
ら

翌
年

の

1
月

4
日
ま
で
の
日
 

ス
ポ

ー
ツ

広

場
 

ア
ー

チ
ェ

リ

ー
場
 

備
前
市
日
生
武
道
場
 

備
前
市
日
生
温
水
プ
ー
ル
 

午
前

9
時

か
ら

午
後

9
時

ま
で
 

備
前

市
吉

永
B

＆
G
海

洋
セ

ン

タ
ー
 

体
育

館
 

午
前

9
時

か
ら

午
後

9
時

ま
で
 

艇
庫
 

4
月

か
ら

9
月

ま
で

は
、

午
前

9
時

か
ら

午
後

5
時

ま
で
 

1
0
月
か
ら
3
月
ま
で
は
、

午
前

1
0
時

か
ら

午
後

3
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午
前

9
時

か
ら

午
後

6
時

ま
で
 

1
0
月
か
ら
3
月
ま
で
は
、

午
前

9
時

か
ら

午
後

5
時

ま
で
 

夜
間

照
明

施

設
 

(
グ

ラ
ウ

ン

ド
、

テ
ニ

ス

コ
ー
ト
)
 

日
没

前
3
0
分

か
ら

午
後

9
時

3
0
分
ま
で
 

た
だ
し
、
1
2
月
か
ら
3
月

ま
で
は
使
用
し

な
い
。

備
前
市
吉
永

テ
ニ
ス
コ
ー
ト
 4
月

か
ら

9
月

ま
で

は
、

午
前

9
時

か
ら

午
後

6
時

ま
で
 

1
0
月
か
ら
3
月
ま
で
は
、

午
前

9
時

か
ら

午
後

5
時

ま
で
 

 

時
ま
で
 

グ
ラ
ウ
ン
ド

4
月

か
ら

9
月

ま
で

は
、

午
前

9
時

か
ら

午
後

6
時

ま
で
 

1
0
月
か
ら
3
月
ま
で
は
、

午
前

9
時

か
ら

午
後

5
時

ま
で
 

夜
間

照
明

施

設
 

(
グ

ラ
ウ

ン

ド
、

テ
ニ

ス

コ
ー
ト
)
 

日
没

前
3
0
分

か
ら

午
後

9
時

3
0
分
ま
で
 

た
だ
し
、
1
2
月
か
ら
3
月

ま
で
は
使
用
し
な
い
。

備
前
市
吉
永
テ
ニ
ス
コ
ー
ト

4
月

か
ら

9
月

ま
で

は
、

午
前

9
時

か
ら

午
後

6
時

ま
で
 

1
0
月
か
ら
3
月
ま
で
は
、

午
前

9
時

か
ら

午
後

5
時

ま
で
 

別
表
第
2
(
第
1
1
条
、
第

1
4
条
関
係
)
 

別
表
第
2
(
第
1
1
条
、
第

1
4
条
関
係
)
 

(
1
)
 
備
前
市
三
石
運
動
公
園
 

(
1
)
 
備
前
市
三
石
運
動
公
園
 

 
(
体
育
館
使
用
料
)
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施
設
使
用
料
(
器
具
及
び
用
具
使
用
料
を
含
む
。
)
 

 
(
1
時
間
当
た
り
)
 

 
使
用
区
分
 

金
額
 

ス
ポ
ー
ツ
、
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
活
動
 

無
料
 

営
利
又
は
宣
伝
を
目
的
と
す
る
場
合
 

2
,7
65
円

そ
の
他
の
催
物
 

1
,3
60
円

 
照
明
使
用
料
 

 
(
1
時
間
当
た
り
)
 

 
使
用
区
分
 

金
額
 

1
基
×

1
8
灯
＝
1
8
灯
 

2
20
円

(
運
動
場
使
用
料
)
 

(運
動
場
使
用
料
)
 

施
設
使
用
料
 

施
設
使
用
料
 

(
1
時
間
当
た
り
)

(
1
時
間
当
た
り
)
 

使
用
区
分
 

金
額
 

ス
ポ
ー
ツ
、

レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
活
動
 

無
料
 

営
利
又
は
宣
伝
を
目
的
と
す
る
場
合
 

1
,
3
8
2
円

そ
の
他
の
催
物
 

6
9
0
円

 

使
用
区
分
 

金
額
 

ス
ポ
ー
ツ
、
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
活
動
 

無
料
 

営
利
又
は
宣
伝
を
目
的
と
す
る
場
合
 

1
,
3
8
2
円

そ
の
他
の
催
物
 

6
9
0
円

照
明
使
用
料
 

照
明
使
用
料
 

(
1
時
間
当
た
り
)

(
1
時
間
当
た
り
)
 

使
用
区
分
 

金
額
 

使
用
区
分
 

金
額
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1
基
×

5
6
灯
＝
5
6
灯
 

1
,
7
5
0
円

 

1
基
×

5
6
灯
＝
5
6
灯
 

1
,
7
5
0
円

(
庭
球
場
使
用
料
)
 

(庭
球
場
使
用
料
)
 

施
設
使
用
料
 

施
設
使
用
料
 

使
用
区
分
 

単
位
 

金
額
 

ス
ポ
ー
ツ
・

レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
活
動
 

―
 

無
料
 

 

使
用
区
分
 

単
位
 

金
額
 

ス
ポ
ー
ツ
・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
活
動
 

―
 

無
料
 

照
明
使
用
料
 

照
明
使
用
料
 

(
1
時
間
当
た
り
)

(
1
時
間
当
た
り
)
 

使
用
区
分
 

金
額
 

1
基
×

1
6
灯
＝
1
6
灯
 

4
9
0
円

 

使
用
区
分
 

金
額
 

1
基
×

1
6
灯
＝
1
6
灯
 

4
9
0
円

備
考
 

備
考
 

1
 
特
別
の
設
備
に
要
す
る
費
用
は
、
使
用
者
負
担
と
す
る
。
 

1
 
特
別
の
設
備
に
要
す
る
費
用
は
、
使
用
者
負
担
と
す
る
。
 

2
 
使
用
時
間
は
、
準
備
、
片
付
け
等
を
含
ん
だ
時
間
と
す
る
。
 

2
 
使
用
時
間
は
、
準
備
、
片
付
け
等
を
含
ん
だ
時
間
と
す
る
。
 

3
 

1
時
間
に
満
た
な
い
時
間
は
、
1
時
間
と
す
る
。
 

3
 

1
時
間
に
満
た
な
い
時
間
は
、
1
時
間
と
す
る
。
 

4
 
消
耗
品
は
、
実
費
負
担
と
す
る
。
 

4
 
消
耗
品
は
、
実
費
負
担
と
す
る
。
 

5
 
照
明
使
用
料
に
つ
い
て
、
営
利
又
は
宣
伝
を
目
的
と
す
る
場
合
は
、
そ
の
金

額
に
2
を
乗
じ
た
金
額
と
す
る
。
 

5
 
照
明
使
用
料
に
つ
い
て
、
営
利
又
は
宣
伝
を
目
的
と
す
る
場
合
は
、
そ
の
金

額
に
2
を
乗
じ
た
金
額
と
す
る
。
 

(
2
)
～

(
6
)
 
（
略
）
 

(
2
)
～

(
6
)
 
（
略
）
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議案第93号 

 

備前市下水道条例の一部を改正する条例の制定について 

 

備前市下水道条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

 

令和7年9月3日提出 

 

備前市長 長 﨑 信 行 

 

 

 

 

 

備前市条例第 号 

 

備前市下水道条例の一部を改正する条例 

 

備前市下水道条例(平成17年備前市条例第197号)の一部を次のように改正する。 

 

第7条の2第1項中「(軽微な工事を除く。)は」を「は、次の各号に掲げる工事を除き」に改め、

同項に次の各号を加える。 

(1) 軽微な工事 

(2) 災害その他非常の場合において、市長が他の市町村長の指定を受けた者に工事を行わ

せる必要があると認めるときに、他の市町村長の指定を受けた者が行う工事 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議
案
第
9
3
号
参
考
資
料
 

備
前
市
下
水
道
条
例
新
旧
対
照
表
 

改
 
 
 
正

 
 
 
案
 

現
 
 
 
 
 
 
 
行
 

(
排
水
設
備
指
定
工
事
店
の
指
定
)
 

(排
水
設
備
指
定
工
事
店
の
指
定
)
 

第
7
条
の

2
 
排
水
設
備
の
新
設
等
の
工
事
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
工
事
を
除
き
、
市

長
が
排
水
設
備
の
工
事
に
関
し
技
能
を
有
す
る
者
と
し
て
指
定
し
た
者
(
以
下
「
指

定
工
事
店
」
と
い
う
。
)
で
な
け
れ
ば
、
行
っ
て
は
な
ら
な
い
。
 

第
7
条
の

2
 
排
水
設
備
の
新
設
等
の
工
事
(
軽
微
な
工
事
を
除
く
。
)
は
 
 
 
 
 
 
 
、
市

長
が
排
水
設
備
の
工
事
に
関
し
技
能
を
有
す
る
者
と
し
て
指
定
し
た
者
(
以
下
「
指

定
工
事
店
」
と
い
う
。
)
で
な
け
れ
ば
、
行
っ
て
は
な
ら
な
い
。
 

(
1
)
 

軽
微
な
工
事
 

 

(
2
)
 
災
害
そ
の
他
非
常
の
場
合
に
お
い
て
、
市
長
が
他
の
市
町
村
長
の
指
定
を
受

け
た

者
に

工
事

を
行

わ
せ

る
必

要
が

あ
る

と
認

め
る

と
き

に
、

他
の

市
町

村
長

の
指
定
を
受
け
た
者
が
行
う
工
事
 

 

2
・

3
 
（
略
）
 

2
・

3
 
（
略
）
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議案第94号 

 

備前市船舶等の係留保管の適正化に関する条例の制定について 

 

備前市船舶等の係留保管の適正化に関する条例を次のとおり制定する。 

 

 

令和7年9月3日提出 

 

備前市長 長 﨑 信 行 

 

 

 

 

 

備前市条例第 号 

 

備前市船舶等の係留保管の適正化に関する条例 

 

目次 

第1章 総則(第1条―第5条) 

第2章 放置の禁止(第6条・第7条) 

第3章 船舶等の移動等(第8条―第11条) 

第4章 広報・啓発等(第12条) 

第5章 雑則(第13条・第14条) 

第6章 罰則(第15条) 

附則 

第1章 総則 

(目的) 

第1条 この条例は、市有財産のうち、河川法(昭和39年法律第167号)の適用又は準用がない河

川、湖沼、ため池、用排水路、堤防、溝その他の土地、水面(以下「普通河川等」という。)

及びこれらの付属物内における船舶等の係留保管の秩序を確立し、もって水域利用の適正

化と良好な生活環境、都市景観の保全を図ることを目的とする。 

(定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
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(1) 船舶等 船舶(浮揚力を利用する構造をもって、貨物又は人を積載し、自航、非航を問

わず水面を移動するために用いられるものをいう。)及び当該船舶の係留の用に供する工

作物をいう。 

(2) 所有者等 船舶等の所有権、占有権又は使用権を有する者をいう。 

(3) 係留保管 船舶等を、水上においては浮桟橋、係船ぐい等につなぎ留め、又は係船浮

標を用いて停留させ、陸上においては船台等に定置させるなどして保管することをいう。 

(4) 係留保管施設 船舶等を係留保管するために整備した次に掲げる施設をいう。 

ア 国又は地方公共団体が設置した施設 

イ 国又は地方公共団体以外の者が、法令に定める手続を経て設置した施設 

(5) 放置 船舶に所有者等が乗船していない等、直ちに移動できないような状態で普通河

川等に係留する、又は置くことをいう。 

(6) 廃船 老朽、破損のため船舶としての機能を喪失し、又は所有者等が不要としたこと

により船舶等の用途を廃止することをいう。 

(所有者等の責務) 

第3条 所有者等は、正当な権原に基づき係留保管施設又は係留保管を行う場所(以下「係留保

管施設等」という。)を確保し、船舶等を適正に係留保管しなければならない。 

2 所有者等は、関係法令等を遵守するとともに、他の船舶の航行の安全及び秩序ある水域利

用の確保並びに周辺の生活環境及び都市景観の保全に配慮して、船舶等の適正な利用に努

めなければならない。 

3 所有者等は、船舶を廃船としたときは、これを適正に処理しなければならない。 

(市の責務) 

第4条 市は、この条例の目的を達成するため、係留保管施設の整備の促進を図るとともに、

船舶等の適正な係留保管の推進に努めるものとする。 

(事業者の責務) 

第5条 船舶等の製造、輸入、販売又は保管を業とする者(以下「事業者」という。)は、所有

者等に対して適正な係留保管に関する啓発、情報の提供その他必要な措置を講じるよう努

めるとともに、市が実施する係留保管施設の整備及び船舶等の適正な係留保管の推進に関

する施策に協力するものとする。 

2 事業者は、所有者等に対し、船舶等の利用上の基本的な秩序について周知させるよう広報

及び啓発に努めるものとする。 

第2章 放置の禁止 

(放置禁止区域の指定) 

第6条 市長は、船舶等の放置を特に規制する必要のある普通河川等を船舶等放置禁止区域(以

下「放置禁止区域」という。)に指定することができる。 

2 市長は、前項の規定により放置禁止区域を指定したときは、これを公告するものとする。 
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3 市長は、必要があると認めるときは、放置禁止区域を変更し、又はその指定を解除するこ

とができる。 

4 第2項の規定は、前項の規定により放置禁止区域を変更し、又はその指定を解除する場合に

ついて準用する。 

(放置禁止区域内の禁止行為) 

第7条 何人も、放置禁止区域内において、みだりに船舶等を捨て、又は放置してはならない。 

第3章 船舶等の移動等 

(放置禁止区域の放置に対する指導等) 

第8条 市長は、前条の規定に違反した者に対し、船舶等を係留保管施設等に移動するよう指

導し、若しくは勧告し、又は命じることができる。 

(船舶等の移動) 

第9条 前条の命令を受けた者がその措置を履行しない場合における代執行に関しては、行政

代執行法(昭和23年法律第43号)の定めるところによる。 

(所有者等が不明の場合の措置) 

第10条 市長は、第8条の規定により船舶等の移動について必要な措置をとることを命じよう

とする場合において、過失なく当該措置を命じるべき所有者等を確知することができない

ときは、当該措置を自ら行い、又は第三者をしてこれを行わせることができる。この場合

において、市長は、相当の期限を定めて、当該措置を行うべき旨及びその期限までに当該

措置を行わないときは、自ら又は第三者が当該措置を行う旨をあらかじめ公告しなければ

ならない。 

2 市長は、前項の規定により船舶等を移動し、又は移動させたときは、当該船舶等を保管し

なければならない。 

3 市長は、前項の規定により船舶等を保管したときは、当該船舶等の所有者等に対し当該船

舶等を返還するため、規則で定めるところにより、規則で定める事項を公告しなければな

らない。 

4 市長は、第2項の規定により保管した船舶等が滅失し、又は破損するおそれがあるときは、

規則で定めるところにより、当該船舶等を売却し、その売却した代金を保管することがで

きる。 

5 前項の規定により売却した代金は、売却に要した費用に充てることができる。 

6 第1項から第4項までに規定する船舶等の移動、保管、公告その他の措置に要した費用は、

当該船舶等の返還を受けるべき所有者等の負担とする。 

7 第3項の規定による公告の日から起算して6月を経過してもなお第2項の規定により保管した

船舶等(第4項の規定により売却した代金を含む。以下この項において同じ。)を返還するこ

とができないときは、当該船舶等の所有権は市に帰属する。 

(立入調査) 
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第11条 市長は、第8条の規定による指導若しくは勧告又は命令を行うため必要がある場合は、

職員に放置されている船舶等に立ち入り、所有者等を確認するため必要な調査をさせるこ

とができる。 

2 前項の規定により立入調査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求

があったときは、これを提示しなければならない。 

3 第1項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 

第4章 広報・啓発等 

第12条 市と関係機関は連携して、所有者等に対し、その責務についての自覚を促すため、船

舶等に係る法令等や利用上の基本的な秩序について周知させるなど、広報及び啓発活動に

努めるものとする。 

第5章 雑則 

(適用上の注意等) 

第13条 この条例の適用に当たっては、この条例の規定が他の法令に基づく措置を妨げるもの

と解釈してはならない。 

2 河川法第3条第1項の河川及び同法第100条第1項の規定により二級河川に関する規定が準用

される河川(河川管理者が管理するこれらの河川区域と他の法令に基づく管理区域とが重複

する河川区域のうち、市長が当該河川の河川管理者と協議して定める区域を除く。)におけ

る船舶等の放置の規制については、第2章及び第3章の規定にかかわらず、河川法の定めると

ころによる。この場合において、市長は、必要と認めるときは、当該河川の河川管理者に

船舶等の放置の規制措置を講じるよう要請するものとする。 

(委任) 

第14条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

第6章 罰則 

第15条 第7条の規定に違反した者は、20万円以下の罰金に処する。 

附 則 

 この条例は、令和7年10月1日から施行する。 
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議案第95～109号 

 

令和6年度決算の認定について 

 

下記の令和6年度の決算を、監査委員の意見を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

令和7年9月3日提出 

 

備前市長 長 﨑 信 行 

 

 

記 

 

議案第95号 令和6年度備前市一般会計歳入歳出決算の認定について 

議案第96号 令和6年度備前市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第97号 令和6年度備前市土地取得事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第98号 令和6年度備前市三石財産区管理事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第99号 令和6年度備前市三国地区財産区管理事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第100号 令和6年度備前市浄化槽整備事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第101号 令和6年度備前市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第102号 令和6年度備前市介護保険事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第103号 令和6年度備前市飲料水供給事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第104号 令和6年度備前市宅地造成分譲事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第105号 令和6年度備前市駐車場事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第106号 令和6年度備前市企業用地造成事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第107号 令和6年度備前市水道事業会計決算の認定について 

議案第108号 令和6年度備前市下水道事業会計決算の認定について 

議案第109号 令和6年度備前市病院事業会計決算の認定について 
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議案第110号 

 

残土処分場調整池整備工事の請負契約の変更について 

 

令和7年備前市議会第2回臨時会において承認された残土処分場調整池整備工事の請負契約を

次のとおり変更する。 

 

記 

 

変更事項 変更前 変更後 

工 期 令和7年9月30日 令和8年2月28日 

 

 

令和7年9月3日提出 

 

備前市長 長 﨑 信 行 
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報告第6号 

 

専決処分(専決第9号 残土処分場調整池整備工事の請負契約の変更)の承認を求め

ることについて 

 

地方自治法(昭和22年法律第67号)第179条第1項の規定により、次のとおり専決処分したので、

同条第3項の規定により報告し、その承認を求める。 

 

 

令和7年5月23日提出 

 

備前市長 長 﨑 信 行 

 

 

 

 

 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法(昭和22年法律第67号)第179条第1項の規定により、次のとおり専決する。 

 

 

令和7年3月31日 

 

 

備前市長 𠮷 村 武 司 

 

 

専決第9号 残土処分場調整池整備工事の請負契約の変更 

 

 

 

 

 

 

㊢ 
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残土処分場調整池整備工事の請負契約の変更 

 

令和5年備前市議会第5回定例会において可決された残土処分場調整池整備工事の請負契約を

次のとおり変更する。 

 

記 

 

変更事項 変更前 変更後 

工 期 令和7年3月31日 令和7年9月30日 
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議案第120号 

 

残土処分場調整池整備工事の請負契約締結について 

 

このことについて、下記により請負契約を締結する。 

 

記 

 

1  工 事 名     残土処分場調整池整備工事 

2  工 事 場 所     備前市 三石 地内 

3 契 約 の 方 法     公募型プロポーザル 

4  契 約 金 額     187,000,000円 

5  工 期     着 手 本議案議決の日の翌日 

完 成 令和7年3月31日 

6  契約の相手方     備前市香登西745-1 

残土処分場調整池整備工事 

株式会社紀井建設・光明工業株式会社建設工事共同企業体 

代表者 株式会社紀井建設 

       代表取締役 紀井 崇      

構成員 光明工業株式会社 

       代表取締役 松原 利明 

 

 

 

令和5年11月29日提出 

 

備前市長 𠮷 村 武 司 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

㊢ 
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諮問第1号 

 

人権擁護委員の候補者の推薦について 

 

次の者を人権擁護委員の候補者として推薦したいので、人権擁護委員法(昭和24年法律第

139号)第6条第3項の規定により、議会の意見を求める。 

 

住       所 氏   名 生 年 月 日 

備前市＊＊＊＊＊＊＊ 細 見 伸 子 昭和＊年＊月＊日生 

備前市＊＊＊＊＊＊＊ 三 村 京 子 昭和＊年＊月＊日生 

備前市＊＊＊＊＊＊＊ 谷 原 純 子 昭和＊年＊月＊日生 

 

 

令和7年9月3日提出 

 

備前市長 長 﨑 信 行 
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報告第15号 

 

継続費精算報告書の報告について 

 

地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第145条第2項の規定に基づき、継続費精算報告書に

ついて、別紙のとおり報告する。 

 

 

  令和7年9月3日提出 

 

備前市長 長 﨑 信 行 
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報告第16号 

 

   令和6年度健全化判断比率及び資金不足比率の報告について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律(平成19年法律第94号)第3条第1項及び第22条第1

項の規定に基づき、令和6年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率について、監査

委員の意見を付けて報告する。 

 

 

令和7年9月3日提出 

 

備前市長 長 﨑 信 行 

 

健全化判断比率                             (単位 ％) 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

  －   
（12.99）「20.00」

  －   
（17.99）「30.00」

 8.6 
（25.0）「35.0」 

－   
（350.0） 

備考 

1 実質赤字額若しくは連結実質赤字額がない場合又は実質公債費比率若しくは将来負担

比率が算定されない場合は、「－」を記載しています。 

2 早期健全化基準を丸括弧内に、財政再生基準をかぎ括弧内に記載しています。 

 

資金不足比率                              (単位 ％) 

特別会計等の名称 資金不足比率 

備前市水道事業会計   －  （20.0） 

備前市下水道事業会計   －  （20.0） 

備前市病院事業会計   －  （20.0） 

備前市浄化槽整備事業特別会計   －  （20.0） 

備前市宅地造成分譲事業特別会計   －  （20.0） 

備前市企業用地造成事業特別会計   －  （20.0） 

備考 

1 資金不足額がない場合は、「－」を記載しています。 

2 経営健全化基準を丸括弧内に記載しています。 

40


	01　議案表紙
	02　9月付議事件
	04　議81～89　令和7年度補正予算
	10-1　議90　備前市職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例の制定について
	10-2　議90参　備前市職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例の制定について【新旧対照表】
	11-1　議91　備前市立公民館設置条例の一部を改正する条例
	11-2　議91参　備前市立公民館設置条例の一部を改正する条例【新旧対照表】
	12-1　議92　備前市体育施設設置条例の一部を改正する条例
	12-2　議92参　備前市体育施設設置条例の一部を改正する条例【新旧対照表】
	13-1　議93　備前市下水道条例の一部を改正する条例
	13-2　議93参　備前市下水道条例の一部を改正する条例【新旧対照表】
	14-1　議94　備前市船舶等の係留保管の適正化に関する条例の制定について
	30　議95～109　決算の認定
	40　議110　残土処分場調整池整備工事の請負契約の変更について
	50-01　諮1  【傍聴用】人権擁護委員の候補者の推薦について（細見・三村・谷原）
	50-02　諮1参 【傍聴用】人権擁護委員の候補者の推薦について 経歴（細見・三村・谷原）
	60-01　報15　継続費精算報告書の報告について
	60-02　報15　様式第15号(継続費精算報告書R7.9定例会)
	61-01　報16　令和6年度健全化判断比率及び資金不足比率の報告について



